【小規模多機能型居宅介護】

介護給付費算定に係る体制等に関する届出書・変更届出書＜地域密着型ｻｰﾋﾞｽ事業者用＞
令和　　年　　月　　日

北九州市長　様　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

このことについて、関係書類を添えて以下のとおり届け出ます。

	　このことについて、関係書類を添えて以下のとおり届け出ます。

	事業所所在地市町村番号
	

	届　出　者
	フ リ ガ ナ　
	

	
	名　　　 称　
	

	
	主たる事業所の所在地
	(郵便番号　　　　　　－　　　　　)

	
	
	　　　　　　県　　　　　郡市

	
	
	(ビルの名称等)　

	
	連　絡　先　
	電話番号
	　
	FAX番号
	　

	
	法人の種別
	　
	法人所管庁
	　

	
	法人代表者の職・氏名　
	職名
	　
	氏名
	　

	
	法人代表者の住所
	(郵便番号　　　　　　－　　　　　)

	
	
	　　　　　　県　　　　　郡市

	
	
	

	事業所の状況
	フ リ ガ ナ
	

	
	名　　　 称　
	　

	
	主たる事業所・施設の

所在地
	(郵便番号　　　　　　－　　　　　)

	
	
	　　　　　　県　　　　　郡市

	
	
	　

	
	連　絡　先
	電話番号
	　
	FAX番号
	　

	
	主たる事業所の所在地以外の場所で一部実施する場合の出張所等の所在地
	(郵便番号　　　　　　－　　　　　)　

	
	
	　　　　　　県　　　　　郡市

	
	
	

	
	連　絡　先　
	電話番号
	　
	FAX番号
	　

	
	管理者の氏名
	

	
	管理者の住所
	(郵便番号　　　　　　－　　　　　)

	
	
	　　　　　　県　　　　　郡市

	
	
	

	届出を行う事業所・施設の種類
	同一の所在地において行う

事業等の種類
	実施

事業
	指定年月日
	異動等の区分
	異動(予定)年月日
	異動項目
(※変更の場合)

	
	　
	夜間対応型訪問介護
	
	
	1新規　2変更　3更新　4終了
	
	

	
	
	認知症対応型通所介護
	
	
	1新規　2変更　3更新　4終了
	
	

	
	
	小規模多機能型居宅介護
	
	
	1新規　2変更　3更新　4終了
	
	

	
	
	認知症対応型共同生活介護
	
	
	1新規　2変更　3更新　4終了
	
	

	
	
	地域密着型特定施設入居者生活介護
	
	
	1新規　2変更　3更新　4終了
	
	

	
	
	地域密着型介護老人福祉施設
	
	
	1新規　2変更　3更新　4終了
	
	

	
	
	定期巡回・随時対応型訪問介護看護
	
	
	1新規　2変更　3更新　4終了
	
	

	
	
	看護小規模多機能型居宅介護

（複合型サービス）
	
	
	1新規　2変更　3更新　4終了
	
	

	
	
	地域密着型通所介護
	
	
	1新規　2変更　3更新　4終了
	
	

	
	
	介護予防認知症対応型通所介護　
	
	
	1新規　2変更　3更新　4終了
	
	

	
	
	介護予防小規模多機能型居宅介護
	
	
	1新規　2変更　3更新　4終了
	
	

	
	
	介護予防認知症対応型共同生活介護
	
	
	1新規　2変更　3更新　4終了
	
	

	地域密着型サービス事業所番号
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	　

	医療機関コード等
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	（指定又は許可を受けている場合）　

	特記事項
	変　　　　　更　　　　　前
	変　　　　　更　　　　　後

	
	　

	

	関　係　書　類
	別添のとおり

	
	記　入　者
	
	連　絡　先
	


備考１　「受付番号」「事業所所在市町村番号」欄には記載しないでください。
２　「法人の種別」欄は、「社会福祉法人」「医療法人」「一般社団法人」「一般財団法人」「株式会社」　等の別を記入してください｡
３　「法人所管庁」欄、申請者が認可法人である場合に、その主務官庁の名称を記載してください。
４　「実施事業」欄は、該当する欄に「○」を記入してください。
５　「異動等の区分」欄には、今回届出を行う事業所・施設について該当する数字に「○」を記入してください。

６　「異動項目」欄には、（別紙１）「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表」に掲げる項目を記載してください。

７　「特記事項」欄には、異動の状況について具体的に記載してください。

８　「主たる事業所の所在地以外の場所で一部実施する場合の出張所等の所在地」について、複数の出張所等を有する場合は、適宜欄を補正して、全ての出張所等の状況について記載してください。
地域密着型サービス給付費算定に係る体制等状況一覧表

	事業所番号
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	事業所名
	


■　該当項目番号に○をつけてください。

	７３ 小規模多機能型居宅介護

	施　　設　　等　　の　　区　　分
	１　小規模多機能型居宅介護事業所

２　サテライト型小規模多機能型居宅介護事業所

	職員の欠員による減算の状況
	１　なし
	２　看護職員
	３　介護職員　

	若年性認知症利用者受入加算
	１　なし
	２　あり
	
	

	看護職員配置加算
	１　なし
	２　加算Ⅰ
	３　加算Ⅱ
	４　加算Ⅲ

	看取り連携体制加算
	１　なし
	２　あり                     
	
	

	訪問体制強化加算
	１　なし
	２　あり                     
	
	

	総合マネジメント体制強化加算
	１　なし
	２　あり                     
	
	

	サービス提供体制強化加算
	１　なし
	５　加算Ⅰイ
	２　加算Ⅰロ
	３　加算Ⅱ
	４　加算Ⅲ

	介護職員処遇改善加算(※)
	１ なし　
	６ 加算Ⅰ
	５ 加算Ⅱ
	２ 加算Ⅲ
	３ 加算Ⅳ
	４ 加算Ⅴ

	介護職員等特定処遇改善加算(※)
	１　なし
	２　加算Ⅰ　
	３　加算Ⅱ

	割　引
	１　なし
	２　あり　
	

	６８ 小規模多機能型居宅介護（短期利用型）

	施　　設　　等　　の　　区　　分
	１　小規模多機能型居宅介護事業所

２　サテライト型小規模多機能型居宅介護事業所

	職員の欠員による減算の状況
	１　なし
	２　看護職員
	３　介護職員　

	サービス提供体制強化加算
	１　なし
	５　加算Ⅰイ
	２　加算Ⅰロ
	３　加算Ⅱ
	４　加算Ⅲ

	介護職員処遇改善加算(※)
	１ なし　
	６ 加算Ⅰ
	５ 加算Ⅱ
	２ 加算Ⅲ
	３ 加算Ⅳ
	４ 加算Ⅴ

	介護職員等特定処遇改善加算(※)
	１　なし
	２　加算Ⅰ　
	３　加算Ⅱ

	割　引
	１ なし
	２　あり

	７５ 介護予防小規模多機能型居宅介護

	施　　設　　等　　の　　区　　分
	１　介護予防小規模多機能型居宅介護事業所

２　サテライト型介護予防小規模多機能型居宅介護事業所

	職員の欠員による減算の状況
	１　なし
	２ 看護職員
	３ 介護職員

	若年性認知症利用者受入加算
	１　なし
	２　あり
	
	

	総合マネジメント体制強化加算
	１　なし
	２　あり                     
	
	

	サービス提供体制強化加算
	１　なし
	５　加算Ⅰイ
	２　加算Ⅰロ
	３　加算Ⅱ
	４　加算Ⅲ

	介護職員処遇改善加算(※)
	１ なし　
	６ 加算Ⅰ
	５ 加算Ⅱ
	２ 加算Ⅲ
	３ 加算Ⅳ
	４ 加算Ⅴ

	介護職員等特定処遇改善加算(※)
	１　なし
	２　加算Ⅰ　
	３　加算Ⅱ

	割　引
	１　なし
	２ あり　
	

	６９ 介護予防小規模多機能型居宅介護（短期利用型）

	施　　設　　等　　の　　区　　分
	１　介護予防小規模多機能型居宅介護事業所

２　サテライト型介護予防小規模多機能型居宅介護事業所

	職員の欠員による減算の状況
	１　なし
	２　看護職員
	３　介護職員　

	サービス提供体制強化加算
	１　なし
	５　加算Ⅰイ
	２　加算Ⅰロ
	３　加算Ⅱ
	４　加算Ⅲ

	介護職員処遇改善加算(※)
	１ なし　
	６ 加算Ⅰ
	５ 加算Ⅱ
	２ 加算Ⅲ
	３ 加算Ⅳ
	４ 加算Ⅴ

	介護職員等特定処遇改善加算(※)
	１　なし
	２　加算Ⅰ　
	３　加算Ⅱ

	割　引
	１　なし
	２ あり　
	
	
	


※　「職員の欠員による減算の状況」のうち、「３　介護職員」の減算には介護従業者の欠員のほかに介護支援専門員が厚生労働省令で定め
る必要な研修を終了していない場合や介護支援専門員を配置していない場合も含みます。
※　「介護職員処遇改善加算」及び「介護職員等特定処遇改善加算」については、別途届出が必要となります。　

地域密着型サービス事業所による介護給付費の割引に係る割引率の設定

	割引率
	適用条件

	％
	


※「適用条件」の欄には、当該割引率が適用される時間帯、曜日、日時について具体的に記載してください。

若年性認知症利用者受入れについて

	１　実施体制
若年性認知症利用者数（加算算定開始時の人数）

人

若年性認知症利用者ごとの個別の担当職員（介護職員）を決めているか。

決めている・決めていない




看護職員配置加算　※加算（Ⅰ）、（Ⅱ）、（Ⅲ）のうち複数を算定することはできない。

氏名（複数いる場合は列

	すること）


	看護師

		

	（２）加算（Ⅱ）を算定する場合

　　　常勤・専従の准看護師

資格

配置人数

氏名（複数いる場合は列挙すること）

准看護師

（３）加算（Ⅲ）を算定する場合

　　　看護職員（看護師又は准看護師）を常勤換算方法で１名以上

資格

配置人数

氏名（複数いる場合は列挙すること）

看護職員
２　実施体制

利用定員・人員基準への適合
基準型　・　減算型



看取り連携体制加算　　※看護職員配置加算（Ⅰ）を算定していない場合は算定しない。
　　
【施設基準】

	①看護師により２４時間連絡できる体制を確保している。
	有　・　無

	②看取り期における対応方針を定め、利用開始の際に、登録者又はその家族等に対して、当該対応方針の内容を説明し、同意を得ている。
	有　・　無


訪問体制強化加算

	訪問サービスの提供に当たる常勤の従業者を２名以上
	有　・　無

	氏　名
	

	氏　名
	

	氏　名
	

	算定日が属する月における提供回数について、当該事業所における延べ訪問

回数が一月当たり２００回以上である。

※ただし、当該事業所と同一の建物に集合住宅を併設する場合は、登録者の総数のうち、小規模多機能型居宅介護費のイ(1)（同一建物居住者以外）を算定する者の占める割合が５０/１００以上であって、かつ、イ(1)を算定する登録者に対する延べ訪問回数が一月当たり２００回以上である。
	有　・　無


総合マネジメント体制強化加算

	①利用者の心身の状況又はその家族等を取り巻く環境の変化に応じ、随時、介護支援専門員、看護師、准看護師、介護職員その他の関係者が共同し、小規模多機能型居宅介護計画の見直しを行っている。
	有  ・  無

	②利用者の地域における多様な活動が確保されるよう、日常的に地域住民等との交流を図り、利用者の状態に応じて、地域の行事や活動等に積極的に参加している。
	有  ・  無


サービス提供体制強化加算

	１　実施体制

全ての介護従業者に対する個別の研修計画・実施（予定）

有　・　無

利用者情報等の伝達または技術指導等を目的とした会議の定期的開催
有　・　無
利用定員・人員基準への適合
基準型　・　減算型
２　人員配置

　　加算（Ⅰ）イ又はロを算定する場合はＡ、加算（Ⅱ）を算定する場合はＢ、加算（Ⅲ）を算定する場合はＣの算定式に数値を記入ください。

（Ａ・Ｂには、常勤換算方法により算出した所定の期間の平均を記入。

※別紙３「サービス提供体制強化加算確認表」により算出した数と一致させること。）
Ａ　介護福祉士／小規模多機能型居宅介護従業者（看護師または准看護師であるものを除く）

＝（　）人／（　）人＝（　）％     ※基準：イ 50%以上　ロ 40%以上

Ｂ　常勤職員／小規模多機能型居宅介護従業者

＝（　）人／（　）人＝（　）％ 　　※基準：60%以上

Ｃ　勤続３年以上の者／小規模多機能型居宅介護従業者

＝（　）人／（　）人＝（　）％ 　　※基準：30%以上





サービス提供体制強化加算確認表（小規模多機能型居宅介護）

	常勤の職員が勤務すべき時間数
	
	（Ａ）
	時間／週
	
	
	
	
	
	
	

	過去の勤務実績　（いずれか、「算定可」の根拠とするものにチェックのうえ、数値を記入）

	↓ 算定する↓ものにレ印
	対象者

	
	（分 子）　
	（分 母）　

	□加算Ⅰイ
□加算Ⅰロ
	(分母のうち)介護福祉士
	 ／　小規模多機能型居宅介護従業者（看護師または准看護師であるものを除く）　　

	□加算Ⅱ
	(分母のうち)常勤職員
	／　小規模多機能型居宅介護従業者

	□加算Ⅲ　
	（分母のうち）勤続３年以上の者
	 ／　小規模多機能型居宅介護従業者　　 

	　
	対象者の４週の実働時間数（Ｂ）
	常勤換算した人数
	対象者の４週の実働時間数（Ｃ）
	常勤換算した人数

	　
	
	（Ｂ）÷４週÷（Ａ）時間
	
	（Ｃ）÷４週÷（Ａ）時間

	   　４月
	　
	　
	　
	　

	   　５月
	　
	　
	　
	　

	   　６月
	　
	　
	　
	　

	   　７月
	　
	　
	　
	　

	   　８月
	　
	　
	　
	　

	   　９月
	　
	　
	　
	　

	   １０月
	　
	　
	　
	　

	   １１月
	　
	　
	　
	　

	   １２月
	　
	　
	　
	　

	   　１月
	　
	　
	　
	　

	  　 ２月
	　
	　
	　
	　

	  　 ３月
	　
	　
	　
	　

	   合 計
	　
	　
	　
	　

	   平 均
	　
	（Ｄ）
	　
	（Ｅ）

	※職員の割合の算出にあたっては、常勤換算方法により算出した前年度（３月を除く。）の平均を用いる。ただし、前年度の実績が６月に満たない事業所（新たに事業を開始し、又は再開した事業所を含む。）についてのみ、届出日の属する月の前３月について、常勤換算方法により算出した平均を用いる。

※介護福祉士については、各月の前月の末日時点で資格を取得している者。

※勤続年数とは、各月の前月の末日時点における勤続年数。（当該事業所における勤務年数に加え、同一法人の経営する他の介護サービス事業所、病院、社会福祉施設等においてサービスを利用者に直接提供する職員として勤務した年数を含めることができる。）

※（Ｂ）（Ｃ）の数値は、従業者の勤務の体制及び勤務体制一覧表（勤務表）の「４週の合計」から引用して記入すること。

	（Ｄ）÷（Ｅ）×１００＝　　　　　　　　　％（Ｆ）

	
	※（Ｄ）・（Ｅ）・（Ｆ）の数値を別紙２（２）の様式に転記すること。
	
	
	
	
	
	
	


【添付書類一覧】
	届出事項
	添付書類
	新規申請時
	変更時

	共通事項
	運営規程

(介護給付費算定に係る体制等の変更に伴い、改正したもの。小規模多機能型居宅介護の内容・利用料金等の変更の記載を要す。)
	
	○

	
	従業者の勤務の体制及び勤務体制一覧表(★)

※加算・減算の開始月分
	
	○

	１　職員の欠員による減算の状況
	別紙１
	○
	○

	２　若年性認知症利用者受入加算　
	別紙１
	○
	○

	
	別紙２（１）
	○
	○

	３　看護職員配置加算　
	別紙１
	○
	○

	
	別紙２（１）
	○
	○

	
	加算(Ⅰ)を算定する場合・・・看護師免許証の写し
	○
	○

	
	加算(Ⅱ)を算定する場合・・・准看護師免許証の写し
	○
	○

	
	加算(Ⅲ)を算定する場合・・・看護師（准看護師）免許証の写し
	○
	○

	４　看取り連携体制加算
	別紙１
	○
	○

	
	別紙２（２）
	○
	○

	５　訪問体制強化加算
	別紙１
	○
	○

	
	別紙２（２）
	○
	○

	６　総合マネジメント体制

強化加算
	別紙１
	○
	○

	
	別紙２（２）
	○
	○

	７　サービス提供体制強化
加算　
	別紙１
	算定不可
	○

	
	別紙２（２）
	算定不可
	○

	
	別紙３
	算定不可
	○

	
	従業者の勤務の体制及び勤務体制一覧表(★)

※届出日前１か月分
	算定不可
	○

	
	加算(Ⅰ)を算定する場合・・・介護福祉士登録証の写し
	算定不可
	○

	８　割引
	別紙１
	○
	○

	
	別紙２（１）
	○
	○

	９　短期利用型
	別紙１
	○
	○


注）管理者等の変更届を併せて提出しなければならない場合、添付書類は両提出で兼用して差し支えありません。

別紙１





別紙２　（１）





別紙２　（２）








別紙３





≧イ ５０％


　 ロ ４０％





≧６０％





≧３０％











